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令和２年３月 28 日（令和３年７月 30 日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（略） 

（３）まん延防止 

４）職場への出勤等 

 ① 政府及び特定都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう

働きかけを行うものとする。 

・ 職場への出勤について、人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テ

レワーク）の活用や休暇取得の促進等により、出勤者数の７割削減を

目指すこと。 

・ 20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業

の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

③ （略）経済団体に対し、在宅勤務（テレワーク）の活用等によ

る出勤者数の７割削減の実施状況を各事業者が自ら積極的に公

表し、取組を促進するよう要請するとともに、公表された情報の

幅広い周知について、関連する事業者と連携して取り組む。 

 (略) 

８）緊急事態措置区域から除外された都道府県（除外後、重点措置区域と

された都道府県を含む。）における取組等 

① 緊急事態措置区域から除外された都道府県においては、前述したよ

うに「対策の緩和については段階的に行い、必要な対策はステージⅡ

相当以下に下がるまで続ける」ことを基本とし、後述 10）に掲げる

基本的な感染防止策等（重点措置区域である都道府県においては後述

９）に掲げる感染防止策等を含む。）に加え、「緊急事態宣言解除後の

対応」及び「令和３年６月21日以降の取組」を踏まえるとともに、

住民や事業者に対して、以下の取組を行うものとする。その際、地域

参考 



の感染状況や感染拡大リスク等について評価を行いながら、対策の緩

和は段階的に行う。また、再度、感染拡大の傾向が見られる場合には、

地域における感染状況や公衆衛生体制・医療提供体制への負荷の状況

について十分、把握・分析を行いつつ、速やかに効果的で強い感染対

策等を講じるものとする。 

（略） 

・ 職場への出勤等については、引き続き「出勤者数の7割削減」を

目指し、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもロ

ーテーション勤務等を強力に推進すること。 

 

９）重点措置区域における取組等 

① （略） 

・ 事業者に対して、職場への出勤等について、「出勤者数の 7 割削

減」を目指すことも含め接触機会の低減に向け、在宅勤務（テレワ

ーク）や、出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を更に

徹底するよう働きかけること。 

（略） 

10）緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府県における取組等 

① （略） 

   （職場への出勤等） 

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤

等、人との接触を低減する取組を働きかけること。 

 （以下略） 


